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投資奨励委員会 布告 

No. S.3 / 2549 

件名：交通機関部品の製造事業 業種 4.8 の改正 

 

交通機関部品製造事業 業種 4.8 に関し、条件改正を妥当とみなし、 

仏暦 2520 年投資奨励法第１６条第２段による権限に基づき、委員会は委員会布告

No.2/2543 仏暦２５４３年８月１日付件名奨励を付与する事業の種類、規模、条件の末尾の

奨励を与える業種表の業種 4.8 を廃止し、条件を以下と定める布告を制定する。 

 

 

業種 条件 

4.8 交通機関部品製造事業 1. 以下を特別事業として定める。 

1.1 ABS ブレーキシステムの製造 

1.2 Catalytic Converter 用 Substrate の製造 

1.3 Electric Fuel Injection System の製造 

2. 交通機関のタイヤ製造においてのみ、全ゾーンにて機械輸

入関税の免除。権利恩典に関しては投資奨励委員会布告

No.1/仏暦 2543 年により付与するものとする。 

 

  

仏暦 2549 年 5 月 22 日より有効である。 

 

布告日 仏暦 2549 年 6 月 27 日 

 

ソムキッド・チャトシーピタク 

副首相 

委員会議長代理 


